
NECグループの先端ネットワーク技術と、唯一無二のワンストップサービス提供をベースに、
新領域へ挑戦し続けるパイオニア精神。

ネットワークSIerがオフィス空間のデザインやワークスタイルの革新、生産性の向上、更にはビルの設備・什器類に至る的
確な管理など、企業のファシリティ全体の最適化に取り組んでいると聞いたら、読者は驚かれるでしょうか？　NECネッツ
エスアイ株式会社は、単にオフィスへICTシステムを適用するだけでなく、ワークスタイルや設備の見直しなども含めた、オ
フィス環境のトータルソリューションをワンストップで実現できる、他に例のない企業です。また、クラウドコンピューティン
グを見越した大規模なサポート体制の確立や、通信キャリアを中心に早期から取り組むNGN事業、地域情報格差解消や国
民の安心・安全がテーマの社会インフラ整備、パソリンクの地球規模での施工展開など、同社ならではの高度なネットワー
ク技術やソリューションで、日本のみならず世界中で活躍しています。

ネットワークSIerとしての実績と総合力をベースに、
オフィス空間・ビジネススタイルの変革にも挑む

NECネッツエスアイ会社紹介

NECネッツエスアイのEmpoweredOffice(エンパワードオ
フィス)は、今年、同社本社オフィスへの導入事例が「日経ニュー
オフィス推進賞（情報賞）」を受賞したことで、大きな話題とな
りました。EmpoweredOfficeの詳細は、Webサイトなどご覧
ください。ここでは同社がオフィスの改革にまで踏み込んだ仕
組みづくりをするようになった経緯や、お客様が抱える実際の
ニーズなどについて話を訊いてみましたので紹介します。
EmpoweredOffice：
http://www.nesic.co.jp/solution/eo/index.html

「電話屋さん」のイメージから飛躍するきっかけとなった、
新たな事業EmpoweredOfficeへの取り組み

「最初は、オフィスの移転事業からスタートしました。移転
のご相談を受ける中で、新オフィスに適したICTシステムの導
入や、ICTをビジネスインフラとして活用するためには、設備面
も含めて、どのようなオフィス環境を創造すればいいのか、トー
タルな視点で、移転後のお客様オフィスの最適化を目指しまし
た。それぞれのシステムや設備ごとに相談窓口が違うと対応
が面倒だというお客様の要望を受け、弊社の方で対応窓口の
一本化を含めたワンストップ対応でお引き受けするようになり
ました。更に一歩進んで、オフィス改革やワークスタイルの見
直しなどへと取り組み始めたわけです」と、ICTソリューション
推進本部のマーケティング部長・中原央雄は新事業について
語ります。
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オフィスの移転には、実にさまざまな課題が発生します。イ
ンフラとしてのICTシステムの課題はもちろん、省エネを踏ま
えたビル設備・機器の検討や、社員の働き方を考えたオフィス
のデザイン、働き方そのものの見直しなど、コンサルティングに
おける課題の抽出は最も重要なフェーズです。同社では、設備
や什器のメーカーなどと密接な連携を取りつつ、それらの課題
を逐一解決していきます。例えば、移転時の省エネ推進によっ
て経費が削減できれば、お客様は現オフィスよりもその分賃
料が高い便利なオフィスへと移転することができます。また、
オフィスの必要面積を減らせれば、その分賃料を抑えることが
できます。単にオフィスの効率的な移転を行うばかりでなく、
同社では常にお客様のビジネススタイルにとっての全体最適
化を見すえた、創造的なオフィス環境を提案しています。
業務上、止めることが許されないシステムを抱える企業が増

える中、移転にはさまざまな困難が付きまといます。その課題
について、中原はこう語ります。「移転は100％、完璧にこなさ
なければなりません。土日に移転して、次の月曜から回線が通
じないでは企業にとって死活問題になります。停止させること
が難しいシステムを運用されているお客様は、移転を期に私ど
ものデータセンターにシステムを移設していただき、その後に
オフィスの移転を済ませる事例や、お客様からわずかな時間だ
けシステム停止のご了解をいただき、その間に４ヵ所の事務所
を同時に移転するという事例もありました。幸いなことに、こ
れまで一度もトラブルは起きていません」。
同社1階のEmpoweredOffice Centerでは、具体的な実例

を見学することができます。毎日3～4社が見学に訪れており、
2009年10月現在でのべ約1,300社、3,000名超のお客様が同
センターを訪問されています。まずご担当者が見学したあと、
ソリューションを実際に肌で感じてもらえるよう、改めて上司と
見学に訪れるリピータも多いそうです。
「私がいちばん嬉しいのは、NECネッツエスアイは電話屋
さんでしょ、それがどうして？とお客様から驚かれることです。
私たちがどんどん進化している姿を見ていただけることが、と
ても嬉しいですね。オフィスの引っ越しが決まったときに、じゃ
あNECネッツエスアイへ最初に相談してみよう、というスタイ
ルに変わってきているのが、この事業を始めて何よりもありが
たく、嬉しいことなんです」と、中原は話しました。

同社の総売上高約2,500億円（2009年3月期）のうちの3
割強を占めるのがサポートサービスです。「弊社の強みは、24
時間365日にわたり全国展開する拠点から、均一のサポート
サービスをいつでも提供できることです。また、トータルサ
ポートを実現するためにはサービスアカウントマネジャーが営
業やSEとともに、お客様の目線でサポートをしていくのが基
本です。サービス中心の事業へ変革するという意識が、全社
的にも浸透している状況です」と、サービス基盤本部のビジ
ネス推進部長・大久保一男は話します。昨年4月に開設した
nTOC（ネットワークトータルオペレーションセンター）はICT
システムに関するあらゆるオペレーションを集約し、コンタクト
センター、ネットワークオペレーションセンター、セキュリティオ
ペレーションセンター、データセンタオペレーションが融合し、
トータルのサービスが提供できるサポートセンターとして機
能しています。お客様の訪問も多く、開設から今年10月まで
に325回の見学があり、のべ約2,600名がnTOCを訪れてい
ます。更に昨年の11月には、pDOC（パーツデリバリオペレー
ションセンター）も開設しました。pDOCは現在約4,300m2に
約78,000点のパーツ類を運用し、24時間無停止で物流・パー
ツ管理業務を行う全国430ヵ所のセンターをコントロールする
ことで、全国96％のエリアに2時間で保守部品を配送できる

来たるべきクラウドの時代も見すえた、
4,000人規模のサポートサービスActiveprocare

写真　Empowered Office風景
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ロジスティック体制を整えています。「このようなサービスは、
ICT分野の事業でも初めての試みではないでしょうか」と、大
久保は新事業への取り組みを語りました。
　同社のサポートサービスブランドとして掲げている
Activeprocare（アクティブプロケア）のコンセプトは、構築か
ら保守・運用までの、お客様システムのライフサイクルをお客
様の立場に立って考え、システム維持・管理、継続的発展をワ
ンストップ・サービスで実現するというものです。お客様を「ICT
インフラ」「システム利用者」「システム管理者」の3つのカテ
ゴリーに区分し、お客様視点でそれぞれの特性や要望に応じ
たきめ細かなサービスを提供するため、nTOCをはじめとした
同社のサービスインフラを基盤に統合的にサポートする体制
を整えています。
また、同社のサービスアカウントマネジャーは、お客様の対
応窓口としてご要望をうかがったり、システムの稼働状況をご
報告するだけではなく、日々の運用を通して得られるさまざま

な情報から、ICTシステム、インフラの課題を共有、ライフサイ
クルの視点から次の発展に向けた改善提案を行います。オフィ
ス改革を含め、システム導入時のコンサルティングから、システ
ムの構築、そして保守・運用などあらゆるサポートサービスを
体系化された一気通貫のサービスとして1社で提供できるこ
とは他社ではマネのできない同社の強みです。このような一
連のフェーズを、お客様本位のサービスの実現として、帯の両
面が無限大につながっている“メビウスの輪”のイメージでロ
ゴに表現しています（図1）。
Activeprocare：
http://www.nesic.co.jp/solution/ss/index.html
Activeprocareは、ますます高度なミッションを遂行する
ICTシステムの安全でスムーズな運用管理が主題です。これ
から大きな進展が予想されるクラウドの世界では、より重要な
役割を果たすといっても過言ではないでしょう。

同社が提供する多彩なソリューション、その基盤となるのは
高度な通信技術です。特にコミュニケーションの土台となる通
信キャリア各社様のNGN化は、いま同社が取り組んでいる最
も重要な案件の1つです。
「現在は、将来的に想定される多彩なNGNサービスの実
現に向けて、移動体あるいは固定の交換機のALL IP化を推
進している段階です。ALL IP化をキーワードに、従来は交換
機とほかのシステムとで個別に実現されていた仕組みを、NGN
に向けて再構築していく作業です。特に移動体は今後、音声
の交換機のマイグレーションが本格化していきます」と、ネット
ワークソリューション事業部の第一ICT･SI部長・野口亨史は
現状を概観します。従来の交換機からALL IP化に対応した
機器への切り替えは、単にハードウェアを入れ替えるという単
純なものではなく、そこにはさまざまな課題が浮上してきます。
既存の交換網とNGNとの間で、ゲートウェイを介した並存環
境を確保したり、従来システムのレガシーな仕組みを、新しい
NGN環境でも支障なく稼働させなければならないなど、通信
キャリア各社様ごとに多様なテーマが存在します。

これからの社会のあらゆる情報インフラを支える、
重要なNGN事業

図1　Activeprocareのサービスイメージ
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「既存の交換網を生かしながら、新しい機器へ確実にマイ
グレーションしていくというのが重要なテーマです。従来のレ
ガシーサービスが、新しい環境で問題なく動作するのかどうか
を、そのつど検証しながら作業を進めます。NGN全体のもっ
とも基礎的なレイヤ課題ですね。さまざまな問題点や課題を
1つひとつ解決している、今は“産みの苦しみ”の時期といえる
でしょうか。そのような中、弊社では、NGNの基盤上でどのよ
うな付加価値を持つ新サービスが生み出せるのかという課題
へも積極的に取り組んでいます」と、キャリアソリューション事
業部のNTT第二ネットワーク部長・眞崎孝広はNGN事業の
一端を語ります。
一方で、NGNのメリットである通信の飛躍的な高速化、通
信品質や信頼性の高さ、セキュリティの強靭さなどが、企業な
どのエンドユーザへいまだ十分に認知されていないというのも
課題の1つです。NGNシステム事業部の統括・小槌健司は、
この点について分析します。「インターネットとNGNの違いが、
一般ユーザにまで広がっていませんので、なかなか爆発的に
は普及しにくいという側面があると思います。ただ信頼性や品
質面、帯域保証、安全性ではインターネットとは比べものにな

らない高レベルですから、今後は着実に普及していくと思いま
す。一気に広がらないのは、基盤整備が先行していて、NGN
上で展開する付加価値の高いサービスがなかなか追随できて
いないのでしょう」。
映像や放送など、大容量のデータ通信が当たり前となった
今日、現状の通信インフラでは支えきれなくなりつつあります。
またSaaSをはじめ、更に広い概念であるクラウドの世界では、
高速通信と信頼性が何よりも最優先で求められています。「セ
キュアクラウドという用語がありますが、企業が最も重視する
セキュリティがNGNでは飛躍的に高まるという点で、やはりビ
ジネスインフラには必須ではないかと思います。また、ALLIP
化により機器がコンパクトで安くなったというメリットがある反
面、数が増えマルチベンダー化したことにより運用管理が難し
いという声も聞きますので、的確な管理やサポートが、これか
らの大きなテーマになるのではないでしょうか」と、ネットワー
クソリューション事業部のICTエンジニアリング部長・貴田剛
は、今後の展望について語りました。
同社では、NGN環境でさまざまなシステムの検証を行い、
品質向上とともに新たなサービスを創造するために、本社内へ
NGNラボラトリーを設置しています。NGN技術を広く普及さ
せるため、人材育成にも積極的に取り組んでいます。「NGNラ
ボでは昨年の開設時から、NGN技術の実践的な教育を実施
しています。さまざまな現場での作業者が受講し、すでに約
300名の受講生を数えています。やはり講習を受けに来られ
る方は、現場での保守作業や運用管理サービスに従事されて
いる方々が多いようです。実際の保守現場と同じ機器を構成
し、システム環境を再現してカスタマイズ教育を実施するケー
スもあります」と、事業企画室の人材開発部人材開発課長・松
尾守勝はNGN教育の現状について語りました。
「通信インフラというのは、エンドユーザには意識されにく
い部分なのだと思います。アンケート調査でも、どの企業様
でもNGNには非常に興味は持たれているものの、どうしても
NGNでなければならないとういう必然性が理解されにくいと
いう結果がありました。やはり、企業への導入の前提となるテー
マとしては、新しい付加価値を産み出すサービスの提供と、更
なるコストダウンの推進ということになります」と、野口は締め
くくりました。図2　NGNのサービスレイヤとNEC製品
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昭和36年（1961年）に制定された災害対策基本法は国が
定める災害対策関係法律の一般法で、昭和34年（1959年）の
伊勢湾台風を契機として制定されました。この法律は、「国土
並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護し、もって社
会の秩序の維持と公共の福祉の確保に資するべく」さまざま
な規定を置いています。同社が防災事業に取り組み始めたの
はこの直後からです。以降、全国の自治体様へ防災行政無線
システムの構築、仕組みの提供をNECとともに推進してきま
した。「内閣府の規定に国民の生命・財産を守るという指針
があり、大規模な災害時に機能が停止する可能性のある固定
電話、FAXに代わり、情報の伝達が確実に行える堅牢な通信
網の確保が、災害などへの備えとして大きく取り上げられてい
ます。時代によって技術面での変化はありますが、不測の事
態でも停止しない通信システムを確保していくのが、私たち歴
代の仕事です」と、社会インフラシステム事業部のネットワーク
サービス部長・岸上和廣は語ります。
現代の防災システムでは、従来の“人”依存によるアナログの
仕組みから、デジタル無線通信によるIP化への移行が求めら
れています。これまで地震や津波などの緊急情報は、気象庁
や自治体の“人”を介して電話やFAXで伝達されていたもの
が、今では異変のデータがリアルタイムで各自治体へ直接伝達
されるように変化しています。大規模な災害時でも停止するこ
とのない、堅牢な通信環境を実現する上で、そこにはさまざま
な困難が発生してきます。
「いざというとき防災システムが機能しなければムダになる
ので、お客様からはかなり高レベルの要件を求められます。し
かし、システムを設置する予定の施設や設備自体が古くて脆弱
なケースや予算の限界を考慮する必要性もあり、ケースごとに
色々な調整課題が発生してきます。それを、いかにお客様の
ご要望に近づけて実現するかが、いつも直面する悩ましいテー
マでもあります」と、ネットワークエンジニアリング事業部の公
共システム部長・鈴木直暢は語ります。システム構築だけでな
く、それを設置する建物や施設、設備をリニューアルしなけれ
ばならない場合も多 あ々るようです。

「優れた防災システムを構築しても、それを守る“器”が被
害を受けて機能しなければ意味がありません。その“器”の
レベルに応じて、お客様へ提案していく案件も少なからずあり
ます。新築の建物の場合は問題が少ないようですが、既存の
建物を活用して防災システムを導入するには、数多くの課題を
クリアしながら進めていくことが大変重要です」と岸上は補足
しました。
また、同社では大規模な防災システムばかりでなく、小規模
なシステムの開発にも取り組んでいます。岸上は「MCA無線
システムや、エリアトークと呼ばれる規模の小さな防災システム
というのも、私どものソリューションとして提案させていただい
ています」と話します。
防災システムは、自治体の庁舎内や街中に設置するばかり
でなく、災害が起きそうな現場への設置が必要なケースもあり
ますし、無線の中継所を建設しなければならないケースも発
生します。中継所を設ける場合、場所の選定に伴う現地の環
境・地質調査をはじめ、中継所の設計、資材調達、そして建設
に至るまで同社はワンストップで行います。また、人が容易に
近づけない場所へ中継所を設けなければならない事例もあり
ます。「中継所にとって良いポジションというのは、周囲に何も
障害物がない高所ですから、道もないような場所への設置に
なります。山岳地帯では、機器や資材の搬入が困難な場合は
ヘリを使ったり、索道（ロープウェイ）を建設して運びます。雪
山の場合は雪上車を使いますが、2,300mの山岳地帯で雪上
車もヘリコプターも使えず、ソリに資材を積み人力で引いて登
攀したこともあります」と、鈴木は苦労した設置ケースについて
振り返りました。
また直近の案件では、わずか5ヵ月のリードタイムで、県内
約60ヵ所を結ぶ衛星システムを構築するというハードなケース
がありました。低コストかつ短期稼働をめざし、同プロジェク
トではさまざまな作業の効率化に取り組みました。作業チー
ムを6班に分け、作業品質を標準化するために作業員のスキル
を均一化する工程会議が繰り返されました。「工事の途中で、
作業員に過不足があると全体の効率が落ちます。同じ人員が
他の分野の工事にも加勢できるよう作業員のマルチスキル化
を行い、また中間倉庫を設置して、作業現場での工数をできる
だけ減らしたことが、最終的には納期の遵守とコスト低減に結

2,300mの山岳へ通信設備の資材を運び上げる、
“プロジェクトX”さながらの社会インフラ事業
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びつきました」と、岸上は同プロジェクトを振り返ります。
「中間倉庫」というのは、機器や資材を直接設置する現地
へ持ち込まず、一度1ヵ所に搬入して集め、そこで主要な組立
てや設定を行ってから各現地へ運び設置するという手法です。
鈴木は、マルチスキルについて、「防災システムは設計から現
地調整まで、多彩な技術の混在で成立しています。更に、ある
部分を構築して順次拡大していくのではなく、全体をいっせい
に作り込み、それを短期で納入しなければなりません。だか
ら、作業員をマルチスキル化しないと、お客様のニーズに応え
られません」と話しました。
大規模な仕組みから小規模なものまで、多彩なシステム提
案が行える事業体制を構築し、更に、全国の消防無線のデジ
タル化も、直近の大きなテーマとして取り組んでいくそうです。

世界シェアNo.1のパソリンクなどのマイクロ無線通信の分
野でも、同社はグローバル展開をフィールドで支えています。
「日本では有線の電話が普及していますが、海外では、導
入期間が短くて済み、コスト的にも安価なマイクロ波無線通信
による携帯電話網が普及の中心です。地域性の違いもあるの
でしょうが、国内と海外との大きな差異はそこですね。海外
の通信キャリア様にとっては、まさに求めていたソリューション
としてパソリンクを採用いただいているということでしょうか。
それだけに一層、きちんとした設置工事が重要になります」と、
ネットワークエンジニアリング事業部の事業部長代理・山崎広
貴は話します。日本では電話線を敷設しようとすると、電柱を
設置したり道路を掘削してケーブルを埋設する工事が当たり
前ですが、のちの保守メンテナンスを考えると膨大なコストや
手間が発生します。ところが、パソリンクのマイクロ波無線通
信を適用すれば、非常に安価かつ短期間で電話通信網の構
築が可能です。
「パソリンクはケーブルの敷設とは違い、“線”ではなく“点”
で無線局を設置していけるので、比較的早く構築できます。そ
こが、海外のお客様が求める短納期のニーズに合っているの
だと思います。また、治安の悪い地域ですと、ケーブルを引く

と中間でそれが盗まれてしまうというような問題も発生します
ので、電波を利用するマイクロ波無線通信による通信網の方
が安全で適しているということもありますね」と、ネットワーク
エンジニアリング事業部のワイヤレスシステム部システム課長・
山中重明は語ります。また、工事に関する許認可の問題も大き
いそうです。道路を掘削する場合、海外でもさまざまな省庁の
許認可を得なければならず、“線”ではなく“点”による通信網
の構築が希求されているようです。
グローバル事業における社会や文化の違いの問題は他にも
あります。例えば、無線局間の電波が突然届かなくなったの
で駆けつけてみると、見晴らしの良い場所に設置したはずの
無線局が、無秩序な都市計画のせいでショッピングモールに
囲まれていたという事例もあるそうです。人材の育成も大きな
課題の1つです。海外でのトレーニングの苦労を、山崎が振り
返ります。「現地の人を雇いますが、工事をする際には安全ベ
ルトを締めてヘルメットをかぶるというような、非常に初歩的な
ところからスタートしなければなりません。サンダル履きのま
ま鉄塔に登ってしまうというような、とても危険なケースも発生
しかねません。現地スタッフが事故を起こさず、工事を安全
かつ円滑にできるまで育成していくところが、最も苦労する点
でしょうか」。現地トレーニングは、工事の品質面においても
大変重要なテーマです。どのような国、地域でも、同じクオリ
ティの設備や技術を提供できる、スキルの均一化が求められ
ているのです。
今後の課題は、やはり機器・設備面でのコストダウンです。
製品の開発段階から、設置工事の簡便化や資材調達のしやす
さを追求することで、トータルコストを抑えることができるとい
います。競合他社と闘うためには、資材を現地調達して工事を
行った方が、コスト的に大きく優位に立てることはいうまでもあ
りません。海外工事に精通している同社では、NECが新製品
を開発するスタート時から参画し、工事や資材面での効率化
を設計に盛り込めたらと考えています。
またパソリンクを効率的かつ安全に運用管理するため、同
社ではネットワーク監視ツールPC-MG(ピーシーマネージャ)を
開発しています。海外の現地調整や保守業務に精通する同
社では、その豊富な経験やノウハウを盛り込み、できるだけシ
ンプルで使いやすい監視ツールをめざしました。PC-MGは、

世界シェアNo.1のパソリンク事業の
グローバル展開を支えるフィールド力
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プロフィール
SI＆サービス事業本部
ICTソリューション推進本部
マーケティング部
部長
中原 央雄

SI＆サービス事業本部
サービス基盤本部
ビジネス推進部
部長
大久保 一男

ネットワーク事業統括本部
ネットワーク事業本部
ネットワークソリューション事業部
第一ＩＣＴ・ＳＩ部
部長
野口 亨史

さまざまなプロトコルが混在するネットワークを、メディエータ
を介してSNMPマネージャで統合管理し、軽快で使いやすい
ツールとして世界中で導入されています。障害が発生すると、
監視センターでは即座にアラームを受け取り、発生した装置や
アラームの種類などを管理者へ伝え、復旧作業へ向けたすば
やい動きが可能となります。また、単なる監視ツールとしての
機能のみならず、将来へ向けたさまざまな機能追加への取り
組みが続けられています。
モバイル・海外ネットワークシステム事業部のネットワークソ
リューション部長・末吉栄作は、次のように語ります。「1つは、
ネットワーク機器に蓄積されたログデータを収集して回線状態
を分析したり、その変化をキャッチして障害を事前に予知でき
たりする機能を開発中です。また、イベントの統計を取ったり、
レポートを自動で作成できる機能のご要望も保守現場からは
数多くありますので、ぜひ追加したい機能ですね。更に、監視
センターだけが障害発生を知るだけでなく、外出中の保守要員
に障害発生をリアルタイムで通知する仕組みも開発中です」。
一般の監視ツールに比べ同ツールがユニークなのは、どこま
でも保守現場の目線で開発をしている点です。現場の課題を
きめ細かく吸い上げ、下からのニーズを使いやすさへと反映し
ていくPC-MGの開発思想は、ボトムアップによる真にユーザ
本位の製品といえるでしょう。「導入いただいたお客様が、異
なる監視ツールを使っていた別のネットワークでも使いたいと
リプレースした例も聞きますので、やはり現場では評判がいい
のかなと思っています。これからも、現場に寄り添う製品づく
りを続けていきたいと思います」と、末吉は最後に語りました。

NECネッツエスアイ株式会社は、1953年に日本電気工事株
式会社として誕生しました。当初から海外へ進出し、データ通
信工事やソフトウェア受託開発などで着実に業績を上げ、1980
年に日本電気システム建設株式会社へと社名を変更します。
この時期、LANやWANを中心とするネットワーク事業を本格
的に拡大し、通信キャリア様の大規模ネットワーク基盤の構
築、ミッションクリティカルなICTシステムに対応する全国規

事業紹介

模の保守サポートサービス体制の確立など、同社が大きく躍
進を続けた時代ですので、「NECシステム建設」のネームでご
記憶の読者も多いのではないでしょうか。21世紀に入り、更に
事業の拡大をめざして2005年に社名をNECネッツエスアイに
変更、更に2007年にNECテレネットワークス株式会社と合併
し、サービスを中心とする新しいビジネスへの挑戦を続けてい
ます。
社名の「ネッツ」はネットワーク、「エスアイ」はSIを意味
し、お客様の目的に合わせて最適なICTシステムを、お客様
へ寄り添うサポートサービスとともに提供していくという意味
合いが込められています。同社には55年にわたる膨大な実
績があり、今回はそのほんの一端を垣間見たにすぎません。
OneNECのコンセプトを堅持しつつ、同社ならではのオリジナ
リティあふれる事業展開には、お客様の現場を最重視する現
場主義と、先端技術をすばやく吸収し、常に新たな領域へ挑
戦し続ける創業以来のパイオニア精神とが、現在まで脈 と々息
づいているのを感じます。
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ネットワーク事業統括本部
テレネットワークス事業本部
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部長
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部長
貴田 剛

ネットワーク事業統括本部
ネットワーク事業本部
事業企画室人材開発部
人材開発課長
松尾 守勝

ネットワーク事業統括本部
テレネットワークス事業本部
社会インフラシステム事業部
ネットワークサービス部
部長
岸上 和廣

ネットワーク事業統括本部
ネットワーク事業本部
ネットワークエンジニアリング事業部
公共システム部
部長
鈴木 直暢

ネットワーク事業統括本部
ネットワーク事業本部
ネットワークエンジニアリング事業部
事業部長代理
山崎 広貴

ネットワーク事業統括本部
ネットワーク事業本部
ネットワークエンジニアリング事業部
ワイヤレスシステム部
システム課長
山中 重明

ネットワーク事業統括本部
テレネットワークス事業本部
モバイル・海外ネットワークシステム事業部
ネットワークソリューション部
部長
末吉 栄作

会社概要

商号 NECネッツエスアイ株式会社
本社所在地 〒140-8620
 東京都品川区東品川1-39-9
設立 1953年（昭和28年）11月26日
資本金 131億22百万円（2009年3月31日現在）
事業内容 ネットワークシステムに関する、企画・コンサルティ

ングや設計・構築などサービスの提供、および国内
300ヵ所以上の保守サービス拠点による24時間
365日対応の保守・運用、監視サービスの提供

代表者 代表取締役執行役員社長　山本 正彦
従業員数 5,906人（2009年3月31日現在）
売上高（連結） 2,491億円（2009年3月期）
Webサイト http://www.nesic.co.jp/
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